
 

平成２５年１１月２８日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 差押債権取立請求事件 

平成２５年１０月１０日口頭弁論終結 

 

判     決 

原告          国 

被告          株式会社Ｙ 

 

主     文 

１ 被告は、原告に対し、６８０万円及びこれに対する平成２４年１月２０日から

支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。 

２ 訴訟費用は、被告の負担とする。 

３ この判決は、第１項に限り、仮に執行することができる。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

主文同旨 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、原告が、訴外会社に対する租税債権に基づいて、同社の被告に対す

るゴルフ会員権を差し押さえ、同会員権に含まれる預託金返還請求権の取立権

を取得したとして、被告に対し、同預託金６８０万円及びこれに対する支払期

限の翌日である平成２４年１月２０日から支払済みまで商事法定利率年６分の

割合による遅延損害金の支払を求める事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、認定事実末尾に掲記の証拠等によって

容易に認定することができる事実） 

（１） 原告（所管行政庁は、熊本国税局長である。なお、同局長は、平成２４
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年１月２３日、鹿屋税務署長から後記滞納国税の徴収の引継ぎを受けたも

のである。）は、鹿児島県所在の有限会社Ａ（以下「Ａ」という。）に対

し、次のとおりの内容の租税債権を有していた（甲２の１、２）。 

ア 平成１７年６月２７日現在、既に納期限を経過した法人税の本税額９

万６１００円並びに消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）

の本税額１４１万２８００円並びにこれらの本税額に対する延滞税額の

租税債権（以下「本件租税債権１」という。） 

イ 上記ア以外の租税債権で、平成２３年１２月１９日現在、既に納期限

を経過した源泉所得税の本税額９万８１６０円及び消費税等の本税額２

２２万４２００円並びにこれらの本税額に対する延滞税額の租税債権

（以下「本件租税債権２」といい、同債権と本件租税債権１とを併せて

「本件各租税債権」という。） 

（２）ア 被告は、ゴルフ場を経営する株式会社であり、「Ｂ」（以下「本件ゴ

ルフクラブ」という。）という名称のゴルフ場を経営している（甲３）。 

イ Ａは、平成２年１１月２８日、被告との間で、本件ゴルフクラブの会

員入会契約（以下「本件会員契約」という。）を締結し、被告に入会保

証金６８０万円を預託し（以下「本件預託金」という。）、同契約に基

づき、同ゴルフクラブに係るゴルフ場及び附属施設の優先的利用権並び

に預託金返還請求権（これらの権利を併せて以下「本件ゴルフ会員権」

と総称する。）を取得した（甲４）。 

ウ 本件ゴルフクラブの会則（以下「本件会則」という。）８条には、本

件預託金の返還について、「保証金は証書発行の日から１５年間据え置

くものとする。」との定めがあり（以下「本件据置期間」という。）、

また、同会則９条には、会員から申出があったときは、当該会員は会員

資格を喪失し、退会に伴う本件預託金の返還手続は、「据置期間完了後、

保証金預託証書記載名義人本人より請求があった場合に限り、理事会及

 2 



 

び会社の承認を得て行う。」との定めがある（甲５）。 

（３）ア 鹿屋税務署長は、本件租税債権１を徴収するため、平成１７年６月２

７日、国税徴収法（以下「徴収法」という。）７３条１項の規定に基づ

き、Ａが被告に対して有する本件ゴルフ会員権を差し押さえ、同差押通

知書は、同月２９日、第三債務者である被告に送達された（甲６の１、

２）。 

イ 鹿屋税務署長は、本件租税債権２を徴収するため、平成２３年１２月

１９日、徴収法７３条１項の規定に基づき、Ａが被告に対して有する本

件ゴルフ会員権を差し押さえ、同差押通知書は、同月２１日、第三債務

者である被告に送達された（甲７の１、２）。 

（４） 原告は、被告に対し、平成２３年１２月２１日、Ａの本件ゴルフクラブ

からの退会の意思表示をするとともに、支払期限を平成２４年１月１９日

として本件預託金の返還を請求した（甲７の２、甲８）。 

３ 争点 

（１） 原告による退会の意思表示の可否 

（原告の主張） 

徴収職員は、取立てのために必要な範囲で滞納者の有する権利と同一内

容の権利を自ら行使することができる。そして、本件ゴルフ会員権におけ

る預託金返還請求権について、その行使をＡのみの意思に委ねるべき事情

がないこと、同請求権は、会員による退会の意思表示を条件として発生す

るものであること、同請求権は、差押え禁止財産に含まれないことからす

れば、原告は、取立権に基づいて退会の意思表示をすることができる。 

（被告の主張） 

本件会員契約は、預託金返還請求権のみならず、施設利用権、会費納入

義務等の権利義務が複合的に一体となった契約であり、権利のみを処分す

ることはできないというべきである。また、本件会則９条において、退会
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は「保証金預託証書記載名義人本人より請求があった場合に限り」とされ

ていることからも、原告は、退会の意思表示をすることはできない。仮に、

原告が退会の意思表示をすることができるとすると、Ａは、一方的に施設

利用権を失うこととなり、また、被告は、Ａに対する会費請求権を失うこ

ととなる。 

（２） 本件据置期間の延長の可否 

（被告の主張） 

いわゆるバブル経済の破綻は、政府ですら予想することができない事態

であったのであるから、不可抗力による据置期間の延長が認められるべき

である。 

また、ゴルフ会員契約には、他の類型の契約にみられない複数の特殊性

があり、その帰結として、会員の施設利用権はもちろん、退会権又は預託

金返還請求権の行使にも合理的な範囲で内在的制約が存するといえる。そ

して、理事会の決議等による預託金の据置期間の延長に関する条項は、預

託金返還請求の殺到等によるゴルフ場の破綻の回避、全会員の救済を目的

としたものであり、会員の権利の内在的制約を明文化したものと解するの

が合理的である。そうすると、かかる条項の発動要件については、天災等

の自然現象に限るのは妥当ではなく、バブル経済の崩壊による急激かつ長

期の経済変動に起因する預託金の返還不能も含むものと解すべきである。 

（原告の主張） 

ア 本件会員契約が締結された当時の本件ゴルフクラブの会則に、本件据

置期間を延長し得る旨の規定が存したか、仮に存したとしてもその規定

内容がいかなるものであったかは明らかではない。そうすると、本件ゴ

ルフクラブのような預託金会員制のゴルフクラブにおいて、決議により

預託金の据置期間を延長することは、会員の契約上の権利を変更するこ

とにほかならないから、会員の個別的な承諾を得ることが必要であり、
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個別的な承諾を得ていない会員に対しては、据置期間の延長の効力を主

張することはできないものと解すべきであるところ、Ａが本件延長決議

に対して承諾を与えたことはないから、本件延長決議は、Ａ及び原告を

拘束するものではない。 

イ そもそも、被告が同決議がされたとする平成１７年９月１８日の時点

で、既に鹿屋税務署長からの本件ゴルフ会員権の差押通知書が被告に到

達していたのであるから、被告は、同決議の存在を鹿屋税務署長に対抗

することはできない。 

ウ 上記ア及びイの点をおいても、本件決議について、本件会則８条に規

定する合理的な事情は存しない。仮に、いわゆるバブル経済の崩壊自体

が被告の予期しない事態であったとしても、据置期間が到来すること自

体は所与の事実であり、その間の経済変動については当然にゴルフ場経

営主体において考慮されるべき事柄である。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点（１）について 

被告は、種々の理由を挙げて、原告がＡの本件ゴルフクラブからの退会の意

思表示をすることはできないと主張する。 

そこで検討するに、徴収職員の取立権は、徴収法６７条１項の規定によって

創設的に取得するものであり、滞納者の代理人又は承継人として滞納者の名に

おいて取立てを行うものではなく、同職員が自己の名において取立てを行うも

のであること、徴収職員は、取立てのために必要な範囲で滞納者の一身専属的

権利に属するものを除く一切の権利を行使することができると解すべきである

ところ、本件預託金の返還請求権は一身専属的な権利には当たらないこと、本

件会則８条及び同９条によれば、本件預託金の返還請求権は、会員が退会の意

思表示をすることを条件として発生する権利であるといえるところ、原告が同

請求権を発生させ、これを取り立てるためには、本件ゴルフクラブからの退会
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の意思表示をすることが必要不可欠であることにかんがみると、本件において、

原告は、被告に対し、本件各租税債権の取立権に基づき、Ａの本件ゴルフクラ

ブからの退会の意思表示をすることができると解すべきである。 

したがって、被告の主張は、理由がない。 

２ 争点（２）について 

（１） 被告は、本件において、本件据置期間を延長する決議がされたところ、

同決議は有効であり、原告にも対抗し得るものである旨主張する。 

そこで検討するに、証拠（甲１０）及び弁論の全趣旨によれば、被告は、

鹿児島税務署長からの照会に対し、平成２３年６月６日、本件据置期間に

ついて、平成１７年９月１８日の決議によって１５年間に延長した旨回答

したことが認められる。しかしながら、本件において、被告は、本件会員

契約が締結された当時の会則や、かかる決議がされたことを示す理事会の

議事録等の客観的資料を何ら提出しておらず、被告によるかかる決議の可

否及び存在は判然としないといわざるを得ない。 

したがって、本件において、被告が本件据置期間を延長する旨の決議を

したとの事実を認めることはできないから、被告の上記主張は、理由がな

いというべきである。 

（２） 仮に上記の点を措くとしても、被告がかかる決議をすることは、会員の

本件会員契約上の権利を変更するものであり、会員の個別的な承諾を得る

ことが必要であると解される（最高裁判所昭和●●年(○○)第●●号・最高

裁判所第一小法廷昭和６１年９月１１日判決・集民１４８号４８１頁参照）

ところ、証拠（甲１０）及び弁論の全趣旨によれば、本件において、Ａが

かかる承諾をしたものとは認められない。 

したがって、いずれにせよ、被告の上記主張は、理由がないというべき

である。 

３ まとめ 
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以上検討したところによれば、本件において、原告が被告に対してしたＡの

本件ゴルフクラブからの退会の意思表示は、有効であり、被告は、Ａに対して

本件預託金の返還義務を負うところ、原告は、被告に対し、本件各租税債権の

取立権に基づき、同預託金の支払を求めることができる。なお、証拠（甲９）

及び弁論の全趣旨によれば、本件各租税債権の額は、平成２４年１１月３０日

現在、合計２９３万２７１５円であると認められ、他方、前記前提事実のとお

り、本件預託金の額は、６８０万円であると認められるが、滞納処分による債

権差押え及び取立権の効力は、租税債権の金額にかかわらず、徴収法６７条１

項、６３条本文により、被差押債権の全額に及ぶと解されるから、本件におい

て、原告は、被告に対し、被差押債権である同預託金６８０万円全額を取り立

てることができる。 

したがって、本件において、原告は、被告に対し、本件各租税債権の取立権

に基づき、本件預託金６８０万円及びこれに対する同預託金の支払期限の翌日

である平成２４年１月２０日から支払済みまで年６分の割合による遅延損害金

の支払を求めることができる。 

第４ 結論 

以上によれば、原告の請求は、理由があるからこれを認容することとし、主

文のとおり判決する。 

 

前橋地方裁判所民事第２部 

裁判官     都野 道紀 
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